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暴力団員等による新潟市への不当要求行為等対策要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は，暴力団員等による本市の行政及び職員に対する不当要求行為等に対し

組織として毅
き

然と対応するとともに，不当要求行為等の未然の防止に万全を期すため，全

庁的な体制を整備することにより公務の円滑かつ適正な執行を確保し，もって市民に信頼

される公平かつ公正な行政を推進することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「不当要求行為等」とは，次に掲げるものをいう。 

 ⑴ 暴力行為その他の社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図る行為 

 ⑵ 脅迫又はこれに類する行為 

 ⑶ 正当な理由なく職員に面会を強要する行為 

 ⑷ 乱暴な言動により職員に身の安全に対する不安を抱かせ，又は作為的に著しい不快感

を与える等の行為 

 ⑸ 正当な権利行使を装って，社会常識を逸脱した手段により，機関誌，図書等の購入を

要求し，事業の変更，中止等を要求し，金銭若しくは権利を要求し，又は特定の第三者

に有利となるような事項を要求する行為 

 ⑹ 正当な手続によることなく作為又は不作為を求める行為 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか，市の施設等の保全及び秩序の維持並びに市の業務の執行

に支障を生じさせる行為 

 （委員会の設置） 

第３条 不当要求行為等への対策を統括するため，新潟市不当要求行為等対策委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

 （委員会の所掌事項） 

第４条 委員会の所掌事項は，次のとおりとする。 

 ⑴ 不当要求行為等に関する情報交換及び関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑵ 不当要求行為等に関する対応方針及び事後措置に関すること。 

 ⑶ その他不当要求行為等に関する対策について市長が必要と認める事項 

 （委員会の組織等） 

第５条 委員会は，次の各号に掲げる者をもって組織する。 

⑴ 総務部長 

⑵ 新潟市行政組織規則（平成１９年新潟市規則第６７号）第１７条に規定する部長（前 

号に掲げる者を除く。）のうち別表に定める者 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の４３第１項に規定する本

市における区長のうち別表に定める者 
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⑷ 消防局長 

⑸ 教育委員会事務局教育次長のうち別表に定める者 

⑹ 水道局総務部長 

２ 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員長は総務部長を，副委員長は別表に定める者

とする。 

３ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，そ

の職務を代理する。 

５ 委員会の会議は，必要に応じて委員長が招集し，委員長が議長となる。 

６ 委員会は，必要があると認めるときは，関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴き

，又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

７ 委員会の庶務は，人事課において処理する。 

 （不当要求行為等防止責任者） 

第６条 不当要求行為等に対応し，及び不当要求行為等に関する情報の収集を行うため，不

当要求行為等防止責任者（以下「責任者」という。）を置く。 

２ 責任者は，政策調整課長，市民生活課長，文化政策課長，環境政策課長，福祉総務課長

，産業政策課長，都市計画課長，総務課長，行政経営課長，人事課長，市民病院管理課長

，消防局企画人事課長，水道局総務課長，教育委員会教育総務課長，議会事務局総務課長

，選挙管理委員会事務局長，人事委員会事務局長，監査委員事務局長，農業委員会事務局

長及び区役所地域総務課長（東区役所，中央区役所及び西区役所にあっては総務課長）を

もって充て，各部局区内の事案について総括し，必要に応じ所属長へ助言を行う。 

３ 市長は，前項に規定された責任者を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（

平成３年法律第７７号）第１４条第１項に規定する責任者として新潟県公安委員会に届け

出るものとする。 

 （職員の責務） 

第７条 職員は，不当要求行為等を受けたときは，これを拒否しなければならない。 

２ 職員は，相互に協力して不当要求行為等の予防及び排除に努めなければならない。 

 （不当要求行為等の発生時の措置） 

第８条 職員は，不当要求行為等を受けたとき又はその事実を知ったときは，直ちに所属長

に報告するとともに，必要に応じて関係機関への通報その他の必要な措置を講じなければ

ならない。 

２ 所属長は，前項の規定による報告を受けたとき又は不当要求行為等が発生し，又はその

おそれがあると認めるときは，責任者の助言を受けて職員の安全の確保等の緊急的な措置

を講ずるとともに，不当要求行為等発生連絡票（別記様式）により委員会へ報告しなけれ
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ばならない。 

 （不当要求行為等の対応） 

第９条 不当要求行為等に対しては，次に定めるところにより対応するものとする。 

 ⑴ 責任者及び所属長を含む複数の職員で対応する。ただし，対応に急を要する場合その

他複数の職員で対応することができない事情がある場合は，この限りでない。 

 ⑵ 別に定める対応方針に従って対応する。ただし，対応方針が定められていないとき又

は対応方針に定めのない事項で急を要する事態が生じたときは，必要と認められる措置

を講ずる。 

 ⑶ 毅
き

然とした態度で冷静に対応し，その内容を記録する。 
２ 不当要求行為等に対応したときは，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める方

法により，対応の内容について委員会に報告しなければならない。 

 ⑴ 対応した職員に所属長が含まれる場合 速やかに所属長が部長等を経て報告する。 

 ⑵ 対応した職員に所属長が含まれない場合 速やかに対応した職員が所属長及び部長等

を経て報告する。 

 ⑶ 前項第２号ただし書の規定により必要と認められる措置を講じた場合 直ちに対応し

た職員（対応した職員に所属長が含まれる場合にあっては，所属長）が直接報告する。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は，平成１６年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２０年６月６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 
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附 則 

 この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成３０年１１月２６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 
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別表 

新潟市不当要求行為等対策委員会 

肩  書 委員会を構成する者 

委 員 長 総務部長 

副委員長 

文化スポーツ部長 

左記部長持ち回り 
（年度ごと） 

政策企画部長 
財務部長 
市民生活部長 

副委員長 

福祉部長 

左記部長持ち回り 
（年度ごと） 

環境部長 
経済部長 
農林水産部長 

 都市政策部長 

左記部長持ち回り 
（年度ごと） 

建築部長 
土木部長 
下水道部長 

北区～江南区 左記区長持ち回り 
（年度ごと） 

秋葉区～西蒲区 左記区長持ち回り 
（年度ごと） 

消防局長  

教育委員会事務局教育次長 学校管理及び生涯学習を 
担当する者 

水道局総務部長  

計 ９名 



- 6 - 

別記様式（第８条関係） 

暴力団員等による不当要求行為等発生連絡票 

年  月  日作成 

報告所属長 （所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

対 応 職 員 

（所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

（所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

（所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

（所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

（所属）     （職）   （氏名）       （内線） 

発 生 日 時     年  月  日 午前・午後   時  分から 
    年  月  日 午前・午後   時  分まで 

発 生 場 所  

相 手 方 
住所，氏名，

連 絡 先 等 
 

不当要求行 
為等の概要 

 

対 応 状 況 

 

参 考 事 項 

 

 



- 7 - 

参 考 

 

不当要求行為等防止責任者が所管する範囲 

責任者 所管範囲 

政策調整課長 政策企画部 
市民生活課長 市民生活部，危機管理防災局 
文化政策課長 文化スポーツ部，観光・国際交流部 
環境政策課長 環境部 
福祉総務課長 福祉部，こども未来部，保健衛生部 
産業政策課長 経済部，農林水産部 
都市計画課長 都市政策部，建築部，土木部，下水道部 
総務課長 総務部，財務部，会計課，秘書課 
市民病院事務局管理課長 市民病院 
消防局企画人事課長 消防局 
水道局総務課長 水道局 
教育委員会事務局教育総務課長 教育委員会 
議会事務局総務課長 議会事務局 
選挙管理委員会事務局長 選挙管理委員会（区選管含む） 
人事委員会事務局長 人事委員会 
監査委員事務局長 監査委員 
農業委員会事務局長 農業委員会 
区役所地域総務課長（東区役所，中央区役所

及び西区役所にあっては総務課長） 各区役所 

 


